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１．事例の概要 

１回経産婦。妊娠３５週０日、妊産婦は妊婦健診のため搬送元分娩機関を

受診した。妊産婦より、妊娠３４週３日から胎動が減少し２日後には回復し

たと訴えがあった。ノンストレステストは、基線細変動はほぼ消失で一過性

頻脈は認められなかった。超音波断層法では、胎児呼吸様運動は認められず、

ＢＰＳは４点であった。胎児機能不全と判断され、高次医療機関である当該

分娩機関へ搬送となった。当該分娩機関におけるノンストレステストでも同

様の所見で、超音波断層法では、胎動はあるものの、胎児呼吸様運動、胎児

筋緊張はなく、ＢＰＳが４点で、この時点でも胎児機能不全の状態であった。

当該分娩機関到着から１時間９分後、帝王切開が行われ児が娩出された。臍

帯巻絡、結節はなく、羊水混濁があり緑色であった。胎盤病理組織学検査が

行われ、母体面に明らかな血腫は認められず、羊膜、絨毛膜に炎症はみられ

ず、臍帯は著変なく炎症細胞浸潤も観察されないとの結果であった。 

児の在胎週数は３５週０日、出生体重は２０８７ｇであった。臍帯動脈血

ガス分析値は、ｐＨ７．３５３、ＰＣＯ２３６．０ｍｍＨｇ、ＰＯ２２０．３

ｍｍＨｇ、ＨＣＯ３
－１９．５ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－５．１ｍｍｏｌ／Ｌで、

乳酸は１．７ｍｍｏｌ／Ｌであった。出生時、啼泣、体動はなく全身チアノ

ーゼで粘稠透明な吸引物が多量にみられ、バッグ・マスクによる人工呼吸が



 

 - 2 - 

開始されたが胸郭の挙上が不良であった。生後１分、５分ともにアプガース

コアは１点（心拍１点）であった。胸骨圧迫、気管挿管が行われＮＩＣＵに

入室した。頭部超音波断層法で、出血、浮腫、脳室拡大はなく、両側脳室周

囲高輝度域Ⅰ°、前大脳動脈ＲＩ０．６６７であった。脳波所見は高度活動

低下で一部発作波を認めた。神経学的所見、脳波所見から重度の低酸素性虚

血性脳症と診断された。生後１ヶ月の頭部ＭＲＩで、大脳白質、基底核、視

床、脳幹に障害を認め、重症新生児仮死後の多嚢胞性脳軟化症と診断された。 

本事例は病院における事例であり、産科医３名（経験１年、５年、１５年）、

小児科医３名（経験１年～２５年）、麻酔科医１名（経験５年）と、助産師３

名（経験１年、１４年、２２年）、看護師３名（経験半年～８年）が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例における脳性麻痺発症の原因は、胎児中枢神経障害であると考えら

れる。胎児中枢神経障害の原因としては、臍帯血流障害に起因する低酸素状

態、あるいは脳循環障害が考えられるが、その他の因子についても完全には

否定できず、断定はできない。胎児中枢神経障害が発生した時期は、妊産婦

が胎動減少を自覚した分娩の４日前頃と推測される。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

搬送元分娩機関において定期的に妊婦健診を行ったこと、妊娠３５週にノ

ンストレステストを施行したことは一般的である。 

胎児心拍数基線細変動の消失、一過性頻脈の消失に対しバックアップテス

トとしてＢＰＳを評価し、胎児機能不全の診断で高次医療機関に搬送したこ

とは医学的妥当性がある。 

当該分娩機関において、搬送後すぐに血液検査を含む術前検査を行ったこ
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と、ノンストレステスト、ＢＰＳの結果胎児機能不全と判断し、帝王切開で

児を娩出したことは一般的である。 

小児科医が帝王切開に立会い新生児蘇生を行ったこと、および蘇生方法は

一般的である。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）搬送元分娩機関および当該分娩機関における診療行為について検討すべ

き事項 

特になし。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

分娩後、医療スタッフおよび学生に、談笑するなどの不適切な態度があり、

医師が注意した後、対応がなされたとされている｡今後は、妊産婦および家

族への配慮と、学生の実習態度についての指導を徹底することが望まれる。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

本事例のように、妊娠中の健診と健診の間に起こった出来事が脳障害 

に関連したと推測される事例を蓄積して、今後、どのような対策を行うか

について検討することが望まれる。また、このような事例を産婦人科医が

共有することが重要である。胎動減少などの胎動異常と胎児心拍異常の早

期発見のために、ローリスクの妊産婦に対する分娩監視装置装着の開始時

期、施行間隔について学会レベルで事例を集積し、検討することが望まれ

る。 

（２）国・地方自治体に対して 
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特になし。 


